
小売電気事業者の
社会的責任に関する
公開アンケート



アンケート送付先

＜みなし小売電気事業者＞

東京電力エナジーパートナー

中部電力

関西電力

九州電力

中国電力

東北電力

北陸電力

四国電力

北海道電力

沖縄電力

＜小売電気事業者（いわゆる新電力）＞
(株)エネット
(株)F-Power

テプコカスタマーサービス
ＪＸＴＧエネルギー(株)

丸紅新電力(株)

東京ガス(株)

ＫＤＤＩ(株)

オリックス(株)

サミットエナジー(株)

大阪瓦斯(株)

国内の小売電気事業者の販売量上位 20 社を対象



質問内容（概要）
1. 電源構成（現状と目標値）

2. 電源構成の目標を達成するにあたっての重点

3. 再生可能エネルギーを供給するにあたり、障害となるものは何か

4. 再生可能エネルギーを供給するために、最もインセンティブになるも
の

5. CO₂削減目標の具体的な数値目標を設定しているか

6. 発電時の環境負荷について、電力の販売先（消費者）に説明をしてい
るか

7. バイオマス発電による電力を供給しているか

8. 原子力発電についてどのようなリスクがあると考えているか

9. 石炭火力発電についてどのような経営上のリスクがあると考えている
か

10.大規模再生可能エネルギー開発に対する地域社会や周辺環境への負の
影響が問題になる事案が増えているが、どのようなリスクマネジメン
ト方針を定めているか



回答状況
電力会社

北海道電力株式会社 回答拒否

東北電力株式会社 返答無

東京電力エナジーパートナー株式会社返答無

中部電力株式会社 返答無

北陸電力株式会社 返答無

関西電力株式会社 回答拒否

中国電力株式会社 返答無

四国電力株式会社 回答拒否

九州電力株式会社 回答拒否

沖縄電力株式会社 返答無

電力会社

(株)エネット 回答拒否

(株)F-Power 回答拒否

テプコカスタマーサービス 回答拒否

ＪＸＴＧエネルギー株式会社 回答拒否

丸紅新電力株式会社 回答拒否

東京ガス株式会社 返答無

ＫＤＤＩ株式会社 返答無

オリックス株式会社 返答無

サミットエナジー株式会社 回答アリ

大阪瓦斯株式会社 回答拒否



サミットエナジー株式会社

 設立：2004年4月27日

 住友商事株式会社100%

［本 社］

〒101-0047

東京都千代田区内神田2-3-4

S-GATE大手町北

［大阪支店］

〒541-0041

大阪府大阪市中央区北浜4-5-33

住友ビル



回答結果概要

 電源構成について

目標を達成するにあたり

どのようなことに重点を置いていますか？

重視する項目
1.（ ） 2.（ ） 3.（ ）
□(a)価格
□(b)供給時の安定性
□(c)環境や社会への影響
□(d)消費者からの声

安定性 価格 環境社会



回答結果概要

 再生可能エネルギーについて

供給するにあたり障害となるものは何ですか？

重視する項目
1.（ ）
(a)系統への接続制約 (b)発電コストが高い
(c)FITの仕入れ価格（市場価格連動）が高い
(d)排出係数削減に寄与できない
(e)環境や地域に悪影響な再生可能エネルギー発電も
あり、その峻別が困難

FIT仕入れ価格



回答結果概要

 再生可能エネルギーについて

最もインセンティブになるものは何ですか？

重視する項目
1.（ ）
(a)再生可能エネルギーの供給比率の（公的な）設定
(b)炭素税などによる化石発電コストの増大
(c)政府によるエネルギーミックスの変更
(d)消費者のニーズ
(e)安価な再生可能エネルギーの出現

消費者のニーズ



回答結果概要

 石炭火力発電について

パリ協定、建設における訴訟問題、ダイベストメントの動きが
ある中で、どのような経営上のリスクがあると考えていますか？

(a)何らかの経営上のリスクを認識している
(b) 特に経営リスクはないと認識している
〇

現在稼働している石炭火力発電は国内に1基のみ。世界
的な気候変動緩和が進む中で、石炭火力発電所の建て替
え等困難になれば、エネルギーの安定供給が難しくなる
と考えられるものの、経営上のリスクは限定的である。



回答結果概要

 石炭火力発電について

経営リスクを回避するために、どのような対策を実施・検討さ
れていますか？

エネルギーの安定供給が困難になる可能性を考慮し、
将来的に、石炭火量発電所の運転が継続していけるか
慎重に検討していく。



回答結果概要

 大規模再生可能エネルギー開発について

地域社会や周辺環境への負の影響に対して、どのようなリスクマ
ネジメント方針を定めていますか？

発電設備開発にあたっては、十分に地元地域への説明を
実施し、コンセンサスを取ったうえで実施しております。

開発終了後、運転中においても、地元地域とコミュニ
ケーションを取りながら運転を行っております。



回答状況・回答結果を踏まえて
 社会的責任に関して、公開されている方
針はほぼ無かった。

 今後、アンケート方式ではなく独自の評
価項目を策定し、企業の社会的責任を評
価し公開する仕組みを検討していきたい。

出典：Fair Finance Guide Japanホームページ
消費から持続可能な社会をつくる市民ネットワークホームページ


